
①地域公共交通会議

構成員
・市町村⻑（⼜は都道府県知事）
・バス事業者A
・バス事業者B
・タクシー事業者C
・バス協会、タクシー協会
・労働組合
・住⺠⼜は旅客
・地⽅運輸局⻑
・道路管理者、警察、学識経験者等

①地域公共交通会議 （道路運送法施行規則第４条）
構成員 （道路運送法施行規則第４条の２）
・市町村⻑（⼜は都道府県知事）
・バス事業者A
・バス事業者B
・タクシー事業者C
・バス協会、タクシー協会
・労働組合
・住⺠⼜は旅客
・地⽅運輸局⻑
・道路管理者、警察、学識経験者等

※協議運賃の協議は行わない

運賃等の協議について

改正のポイント
①路線新設等の場合
「地交会議」と「協議会（運賃等）」とで協議を
行う必要がある。

②連続して協議を行う場合
「協議会（運賃等）」の構成員となっていない地
公会議の構成員には退室してもらう必要がある。

③軽微運賃について(道路運送法施行規則第10条第１項)
・定期観光運送 ・高速バス ・臨時運送
・路線不定期 ・区域運行
→協議会（運賃等）での協議は不要

○主な改正点 現行 改正後

②協議会（運賃等） （道路運送法第９条第４項）
構成員
・市町村（⼜は都道府県）
・協議運賃を定めようとするバスorタクシー
・住⺠意⾒代表者（市町村⼜は都道府県が指定）
・地⽅運輸局⻑
※複数事業者の運賃を協議する場合は、独禁法に抵触しない
ように１事業者毎に協議をする必要がある

※市町村（⼜は都道府県）は、あらかじめ公聴会等の措置

協議運賃は地交会議で協議

公聴会以外の⽅法について（例示）
①パブコメ
②市政広報誌 ⼜は 市町村ホームページ
➂自治会への説明会 及び 業界団体を通じた事業者説明
上記①②③のいずれかを実施する
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